
 

蒲郡市漁業経営者原油価格・物価高騰対策支援金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、原油価格及び物価の高騰により、経営に影響が生じている漁

業者に対し、経営の回復及び継続の支援を図ることを目的として、予算の範囲内

において蒲郡市漁業経営者原油価格・物価高騰対策支援金（以下「漁業者支援金」

という。）を交付することに関し、蒲郡市補助金等交付規則（昭和３８年蒲郡市規

則第１７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

（交付対象者） 

第２条 漁業者支援金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、次

の各号のいずれにも該当する事業者とする。 

⑴ 蒲郡市内で漁業を事業として営む個人事業主又は法人格を有する団体（以下

「漁業者」という。）であること。 

⑵ 漁業者支援金の交付後も漁業の経営を継続する意思があること。 

⑶ 交付申請日及び交付決定日において倒産又は廃業をしていないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業者は、交付対象

者としない。 

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）が役員となって

いる事業者 

⑵ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴 

力団又は暴力団員と密接に関係を有する事業者 

⑶ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２

２号）第２条に規定する事業を営む事業者 

⑷ 国及び法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第１に規定する公共法人 

⑸ 政治団体又は宗教上の組織若しくは団体 

⑹ 愛知県が実施する「漁業用燃油価格高騰対策事業」（以下「県漁業支援金」と

いう。）に基づく補助金の交付を受けている事業者 

⑺ 前各号に掲げる者のほか、漁業者支援金の趣旨に照らして市長が適当でない

と認める者 



 

（交付対象経費） 

第３条 漁業者支援金の交付の対象となる経費は、交付対象者が令和６年１０月か

ら令和７年３月までの期間（以下「支援対象期間」という。）に、漁業の用に供す

るために調達したＡ重油、軽油、ガソリンその他燃油の購入に要した経費とする。 

（交付金額） 

第４条 漁業者支援金の交付金額は、支援対象期間と同一の期間において、愛知県

の「漁業用燃油価格高騰対策事業実施要領（令和４年１月２４日施行）」に基づき、

四半期ごとに知事が定めた漁業用燃油１リットルあたりの補填単価に支援対象期

間に購入した燃油の数量を乗じて得た金額の２分の１の金額（１，０００円未満

は切捨て）とする。 

（支援金の交付回数） 

第５条 漁業者支援金の交付回数は、１事業者につき１回限りとする。 

（交付申請） 

第６条 漁業者支援金の交付を受けようとする交付対象者（以下「申請者」という。）

は、蒲郡市漁業経営者原油価格・物価高騰対策支援金交付申請書（請求書）（第１

号様式）に、次に掲げる書類を添えて、市長が定める期日までに、市長へ提出し

なければならない。 

⑴ 蒲郡市漁業経営者原油価格・物価高騰対策支援金の申請に関する誓約書（第

２号様式） 

⑵ 振込先口座が分かる書類 

⑶ 支援対象期間に係る燃油購入実績が分かる書類（写し可） 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

（交付決定及び通知） 

第７条 市長は、前条の規定により提出された申請書を受理したときは、速やかに

その内容を審査し、交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により交付の決定をしたときは、蒲郡市漁業経営者原油価

格・物価高騰対策支援金交付決定通知書（第３号様式）により、速やかに申請者

に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により不交付の決定をしたときは、蒲郡市漁業経営者原

油価格・物価高騰対策支援金不交付決定通知書（第４号様式）により、速やかに

申請者に通知するものとする。 



 

（実績報告及び金額の確定） 

第８条 規則第１３条の規定による実績報告及び規則第１４条の規定による補助金

額の確定通知については、第６条の規定による交付申請及び前条の規定による交

付の決定の通知をもってなされたものとみなす。 

（交付） 

第９条 市長は、第７条第２項の規定により交付の決定をしたときは、当該交付の

決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）に漁業者支援金を交付するものと

する。 

２ 漁業者支援金は、交付決定者が指定した口座ヘの振込により交付するものとす

る。 

（不当利得の返還） 

第１０条 市長は、交付決定者が交付申請時に誓約した内容に違反したと認められ

るときは、漁業者支援金の交付決定を取り消すことができる。  

２ 市長は、前項の規定により、漁業者支援金の交付決定を取り消した場合におい

て、既に漁業者支援金が交付されているときは、当該交付を受けた交付決定者に

対し、期限を定めてその返還を命ずるものとする。この場合における当該補助金

の返還に係る加算金及び遅延利息については、規則第２０条の規定を適用する。 

（受給権の譲渡、担保の禁止） 

第１１条 漁業者支援金の交付を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に供してはな

らない。 

（漁業者支援金の経理） 

第１２条 漁業者支援金の交付を受けた者は、当該漁業者支援金に係る経理につい

てその収支事実を明確にした帳簿及び証拠書類を整備し、かつ、これらの書類を

当該漁業者支援金の交付を受けた年度の終了後５年間保存しなければならない。 

（雑則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年６月１３日から施行する。 

（この要綱の失効）  

２ この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 


